
2012 年度決算について 

1．2012 年度決算にあたり 

（１）2012 年度当初予算は、新大学寮建設という大規模事業の実施と学生生徒確保目標数を

第 3 次中期財政計画に基づき設定し、厳しい社会・経済状況を勘案し全学の学費据置、

さらに将来計画資金としての第 2 号基本金の計画組入れを進めるとともに、東日本大震

災及び福島原発事故による被災学生生徒の支援として学費減免の継続実施と修学支援給

付奨学金等を含めた各種奨学金の充実を行うことを主たる内容として決定されました。 

 （２）予算成立後、大学新入生数が確定し、その結果は予算目標数(828 名)を大きく下回り 710

名となったことから、4 月上旬に各部門長に対し、2012 年度予算の削減への協力を要請

するとともに、特に法人予算については 38 百万円の圧縮・凍結を決定しました。11 月、

学生生徒数及び納付金収入 158 百万円を減額計上するとともに補助金収入の増額、資産

運用収入の増額、人件費・退職給与引当金繰入額の減額計上並びに経常経費・特別事業計

画の縮小・一部凍結等の補正予算を決定しました。 

（３）2012 年度決算はこれまでとは異なり、学生数の減少(対前年度 254 名減)に伴う帰属収

入の減少、新大学寮の建設に伴う経費支出の増加、新寮建設や学術情報館建設資金等の基

本金組入れ、人件費における退職給与引当金繰入額の増額等で消費収支の結果は 109 百

万円の支出超過となりました。 

（４）これまでの財政構造である、中高部門の構造的赤字を大学部門の収入超過により賄い、

学院全体としての財政運営を可能とする財政状況が崩れ始めています。早急に財政構造の

転換に向けた取り組みを行うことが重要となっています。特に、収入面では、学生生徒の

確保が最優先となりますので、大学及び高校・中学が競争力をつけた新たな魅力(強み)を

打ち出すことが求められます。支出面では、支出構造における人件費の割合が高い現状を

計画的に見直し、その効果分は、教育計画に伴う教育設備・機器備品等の充実等に充て教

育研究経費を上昇させて教育基盤を強化しなければなりません。 

2．2012 年度決算の主要事項 

（1）学生生徒等数の状況 

2012 年度は、新入生が大学は大幅な減少により当初予算定員比で 116 名減少しました。

高校は 19 名の増、中学は 1 名の減となり、幼稚園を含めた在籍総数は 4,125 名で、予算

定員より 119 名(補正予算編成時)の減少となりました。(特に学生数は、対前年度と比べ

ると2011年度卒業生数が多かったことも影響し254名減少。) 11月補正予算において、

学院全体の納付金収入を 158 百万円引き下げる補正を行っています。 

（2）新大学寮建設事業 

桜ヶ丘二丁目に新大学寮を建設し本年 3 月中旬に完成しました。総事業費 1,068 百万

円のうち、日本私立学校振興・共済事業団から 8 億 5 千万円の融資を受けるとともに、

第 2 号基本金(組入計画が終了している大学院・大学拡充資金から新大学寮建設資金へ組



替え) 2 億円の振替えと経常費から 18 百万円の自己資金により実施しました。なお、新

寮に係る資産計上分 997 百万円を除き、備消品・消耗品等の管理経費 70 百万円計上と当

初見込みより増加し消費支出が増加する結果となっています。 

（3）特別・臨時事業計画 

特別事業計画は新大学寮建設関係を除き、施設・設備等の経年劣化に伴う補修を最小限

に留めるとともに安全・安心に関わる事業に限定するとともに、予算補正における経費削

減の必要により一部の事業計画を凍結しました。臨時事業計画では、教育設備・機器等の

取得に厳選し、特別事業計画 25 百万円、臨時事業計画 66 百万円で計画通り実施しまし

た。 

（4）被災学生・生徒及び受験生への支援 

被災学生生徒に対して、学費減免を継続するとともに、なお修学が困難な者に対して修

学支援給付奨学金を給付する支援を実施しました。また、2013 年度入試受験料について

も被災学生生徒は免除する措置を取りました。 

    ・授業料等減免：大学 409 名、高校 97 名、中学 53 名、園児 12 名<総額 169 百万円> 

    ・修学支援給付奨学金：大学 37 名、高校 5 名、中学 1 名     <総額  14 百万円> 

・入学検定料免除：大学 46 名、高校 93 名、中学 11 名       <総額   3 百万円> 

（5）将来計画資金の組入れ 

将来資金の優先的組入れとして、学術情報館建設資金を第 2 号基本金に計画どおり 100

百万円を組入れました。また、第 3 号基本金では、昨年 11 月理事会で決定した特定基金

引当資産を奨学基金引当資産への組替え分 416 百万円、経常費からの 10 百万円を含め

28 百万円を合わせて 444 百万円組入れました。教育基金へは引当資産運用受取利息分の

3 百万円を組入れました。 

（6）退職給与引当金繰入額の増加 

退職給与引当金繰入額は、私立大学等退職金財団に係る掛金と退職資金交付額の累積収

支差額が 2012 年度末にマイナスに転じたことから、同額を引当金繰入額に加算する必要

が生じたための 59 百万円と計算基準等の変更に伴う特別繰入額 86 百万円を含めて、補

正予算 111 百万円から増加して 167 百万円を計上することになりました。 

（7）消費収支差額と累積消費収支差額 

当年度消費収支差額は、109 百万円の支出超過となり、その結果、翌年度繰越消費支出

超過額は 1,036 百万円となりました。 収支の健全性を見る上での基本的指標である帰属

収支差額比率は、1.1%と前年度 3.6%から大きく後退しています。 

部門別では、大学部門が共通分担金及び幼稚園への組入れ、及び第 2 号基本金組入れ

分(学術情報館建設資金)を加えると 36 百万円の支出超過となりました。中高部門では共

通分担金を加えて 105 百万円の支出超過となり構造的財務体質が続いています。 

 

































【参考資料】

学生生徒等 

納付金73.1% 

補助金15.2% 

手数料 1.4% 

寄付金 1.3% 

資産運用収入

2.9% 事業収入 0.1% 

雑収入6.0% 

   帰属収入の構成比率(2012年度)  
   (5,265,119千円) 

 

教員人件費

39.8% 

職員人件費

17.6% 

その他人件費

9.0% 

教育研究経費 

26.8% 

管理経費 

 6.3% 

借入金等利息

0.1% 

資産処分差額 

0.4% 徴収不能引当

金繰入額 

0.0% 

消費支出の構成比率(2012年度) 
 (5,202,006千円) 

 

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

7,000,000

2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 

(単位 千円) 

帰属収入と消費収支の推移 

消費収入 消費支出 帰属収入 

 有形固定 

資産 
54.30% 

その他の 

固定資産
33.25% 

流動資産
12.45% 

資産の部内訳(2012年度)  
 (23,582,394千円) 

基本金及び 

消費収支 

差額84.09% 

固定負債 
11.59% 

流動負債 
4.32% 

   負債の部・基本金の部及び 

   消費収支差額の部内訳(2012年度)   
     (23,582,394千円) 










